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震度６弱以上が広域に広がる都市災害
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災害対応過程のモデル化(何を・いつ）
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平成25年6月21日法律第54号

罹災証明と被災者台帳が法的に位置付けられる
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生活再建支援業務とは何か

•生活再建支援金・災害弔慰金・義援金を配分す
るだけではない

•多様で・長期にわたる柔軟性と公平性を求めら
れる業務
• 個々の被災者が生活再建を成し遂げたかどうかを見
届けるまで続く業務

• 被災者の必要に応じて適切に公的支援を提供する業
務



2016.04.24

： 新規業務の発生

： 新規業務の発生

二次災害の防止

建物被害の確定

被災者の確定

支援金の提供

住宅サービスの
提供

新潟県柏崎市における生活再建支援業務の全体像
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被災者の生活再建支援は長期・多岐にわたる
2007年新潟県中越沖地震における柏崎市の実態（発災から2年半）
• り災証明発行：586日
• 生活再建相談：634日
• 仮設住宅入退居支援：421日
• 仮設住宅入居者への住まい再建支援：362日

・短期集中

・長期継続
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基本情報（誰が、どこの家（建物）が、
どのような被害を受けたか

サービス支援状況
どのような支援がどこまで実施されているか

生活再建支援業務支援システム
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被災者台帳のメリットは何か

•窓口に来ない被災者も把握できる

→一人の取り残しのない生活再建

•生活再建完了までの多様な業務を一元管理できる

→ヌケ・モレ・オチのない生活再建

（集計・分析・可視化）

→制度変更に柔軟に対応できる生活再建
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仮設住宅
（復興支援室）

復興基金
（復興支援室）

保育料減免
（福祉）

介護保険
減免

(福祉）

国民健康
保険減免

(福祉)

人
家

被害

生活再建業務：
さまざまな部局で同時並行的に実施される業務

義援金配分
(福祉)

生活再建
支援金

（復興支援室）

固定資産
税減免
（税務）

建物被害
再調査

応急修理
（建設）

公費解体
（環境）

り災証明書
発行
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人
家

被害

被災者台帳
さまざまな部局で同時並行的に
実施される業務を整理統合

被災者台帳

被災者台帳の定義：

生活再建に関するすべての行政サービスを関係者間で履歴管理するしくみ
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どこで被災したか

だれが被災したか

どの程度被災したか

証明者

り災証明とは何か

• 主たる居宅の被害程度に応じて
判定

• 全壊

• 大規模半壊

• 半壊

• 一部損壊

• 阪神淡路大震災までの問題点

• 法的な根拠があいまい

• 各自治体の判断で適当に発行
（バラバラ基準）

• 判定結果の約3割に不満

• 被災者台帳を作る最初で最大の
チャンス
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被災者台帳をどのように構築するのか
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大量の要調査建物の発生！ 大量の調査員の動員！

・初めて見る建物被害
・その被害は、どの被災程
度に分類されるか

・手順に則ると、分類され
た被災程度の損傷率は
いくつか？

業務命令：
明日からあなたも調査員として…
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判定基準の視覚化

判定手順の標準化

判定根拠の数値化

調査の質の確保
大量の要調査建物の発生！ 大量の調査員の動員！
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オンライン式建物被害認定調査の活用
Online Building Investigation System

based on Web-EOC
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人
家

被害

被災者台帳をどのように構築するのか

住民基本台帳・課税台帳には
人、家、被害をつなぐ共通項目がない

建物被害
調査

課税台帳

住民基本
台帳

建物被害
データ

被災者台帳



2016.04.24

個人番号 世帯番号 郵便番号 大字コード 町内会コード１ 町内会コード２ 町内会コード３ 番地等漢字１ 番(地)   号 漢字２ 枝番 漢字３ 部屋番号 番地予備 現住所 現住所オーバNo   現住所外字フラグ 方書 方書オーバNo   方書外字フラグ 小学
校区 中学校区 投票区 世帯主氏名カナ 世帯主氏名カナオーバNo   世帯主氏名漢字 世帯主氏名漢字オーバNo   世帯主氏名漢字外字フラグ 事実主個人番号 電話番号 旧世帯番号 住民区分 氏名カナ 氏名カナオーバNo   氏名漢字 氏名漢字オーバNo   
氏名漢字外字フラグ 旧氏名カナ 旧氏名カナオーバNo   旧氏名漢字 旧氏名漢字オーバNo   旧氏名漢字外字フラグ 外国人本名カナ 外国人本名カナオーバNo   外国人本名漢字 外国人本名漢字オーバNo   外国人本名漢字外字フラグ 外国人通称名カナ 外国人
通称名カナオーバNo   外国人通称名漢字 外国人通称名漢字オーバNo   外国人通称名漢字外字フラグ 性別 続柄 異動理由 統計出力フラグ 事実主との続柄 生年月日 本籍地自治省コード 本籍地 本籍地オーバNo   本籍地外字フラグ 筆頭者氏名漢字 筆
頭者氏名漢字オーバNo   筆頭者氏名漢字外字フラグ 前住地郵便番号 前住地自治省コード 前住地 前住地オーバNo   前住地外字フラグ 前住地方書 前住地方書オーバNo   前住地方書外字フラグ 最終住民登録地郵便番号 最終住民登録地自治省コード 最終
住民登録地 最終住民登録地オーバNo   最終住民登録地外字フラグ 最終住民登録地方書 最終住民登録地方書オーバNo   最終住民登録地方書外字フラグ 転先地郵便番号 転先自治省コード 転先地 転先地オーバNo   転先地外字フラグ 転先地方書 転先地
方書オーバNo   転先地方書外字フラグ 確定地郵便番号 確定地自治省コード 確定地 確定地オーバNo   確定地外字フラグ 確定地方書 確定地方書オーバNo   確定地方書外字フラグ 新旧世帯主名 新旧世帯主名オーバNo   新旧世帯主名外字フラグ 住民と
なった異動日 住民となった届出日 住民となった異動事由 住民となった区分 住所を定めた異動日 住所を定めた届出日 住所を定めた異動事由 住所を定めた区分 住民でなくなった異動日 住民でなくなった届出日 住民でなくなった異動事由 住民でなくなった
区分 確定異動日 確定届出日 確定異動事由 確定区分 異動日 届出日 処理日 異動事由 届出・通知区分 新規・既存区分 統計用全部・一部区分 旧住民区分 旧個人番号 除票区分 除票番号 住民票基準外 登録番号 世帯区分 外登区分 甲
乙区分 在留の資格 確認年月日 基準日 基準日コード 消除年月日 国籍 児童手当資格 児童手当開始年月 児童 終了年月日 国保資格得喪区分 国保資格区分 国保退職区分 国保学遠区分 国保番号 年金番号 小学校区 中学校区 保護者氏
名 保護者氏名オーバNo   保護者氏名外字フラグ 保護者との続柄１ 保護者との続柄２課税年度 物件番号 所在地・セット項目 大字コード 小字コード 地番 合併区分 分割区分 個人法人区分 所有者番号 納税義務者番号 画地番号 棟本番 建築年月
日 棟枝番 家屋番号大字 家屋番号 建物番号 所在キー 画地番号キー 家屋番号キー 登記種類１ 登記種類２ 登記種類３ 登記構造１ 登記構造２ 登記屋根１ 登記屋根２ 登記地上 登記地下 登記１階部分 登記１階以外 登記合計 現況種類１
現況種類２ 現況種類３ 分類 現況構造１ 現況構造２ 現況屋根１ 現況屋根２ 現況地上 現況地下 現況１階部分 現況１階以外 現況合計 居住部分床面積 コード セット項目 課税非課税コード 公益明細コード 市街化調整コード 都市計画該当 調
査評点㎡当り 調査評点合計 再建築費㎡当り 再建築費合計 経年減点入力区分 経年減点補正 一点単価 損耗減点補正 積雪寒冷地補正 需給事情 その他１補正 その他２補正 評価額 決定価格 課税標準額固定分 課税標準額都計分 税額相当額
固定分 税額相当額都計分 特例 セット項目 特例コード 特例開始年次 特例終了年次 特例対象床面積 特例課標固定分 特例課標都計分 軽減税額固定分 軽減税額都計分 減免 セット項目 減免コード 減免開始年月日 減免翌年フラグ 減免対象床
面積 減免税額固定分 減免税額都計分 棟数加算コード 新・増・滅失区分 軽減個数１ 軽減個数２ 軽減個数３ 軽減居住床面積１ 軽減居住床面積２ 軽減居住床面積３ 軽減面積該当１ 軽減面積該当２ 軽減面積該当３ 単純個数 工法コード 貸家フ
ラグ 前回評価替年度 上昇率 前回決定価格 評価替区分 マンション セット項目 マンションコード マンション棟番号 マンション部屋番号 マンション区分 敷地権分子 敷地権分母 異動 セット項目 異動事由 異動年月日 表示事由 表示年月日 権利事
由 権利年月日 作成年月日 更新年月日 余白 所有者氏名 所有者住所 納税義務者氏名 納税義務者住所

データ項目 （住民基本台帳 278項目 ）

課税年度 物件番号 所在地・セット項目 大字コード 小字コード 地番 合併区分 分割区分 個人法人区分 所有者番号 納税義務者番号 画地番号 棟本番 建築年月日 棟枝番 家屋番号大字 家屋番号 建物番号 所在キー 画地番号キー 家屋番
号キー 登記種類１ 登記種類２ 登記種類３ 登記構造１ 登記構造２ 登記屋根１ 登記屋根２ 登記地上 登記地下 登記１階部分 登記１階以外 登記合計 現況種類１ 現況種類２ 現況種類３ 分類 現況構造１ 現況構造２ 現況屋根１ 現況屋根２
現況地上 現況地下 現況１階部分 現況１階以外 現況合計 居住部分床面積 コード セット項目 課税非課税コード 公益明細コード 市街化調整コード 都市計画該当 調査評点㎡当り 調査評点合計 再建築費㎡当り 再建築費合計 経年減点入力区分
経年減点補正 一点単価 損耗減点補正 積雪寒冷地補正 需給事情 その他１補正 その他２補正 評価額 決定価格 課税標準額固定分 課税標準額都計分 税額相当額固定分 税額相当額都計分 特例 セット項目 特例コード 特例開始年次 特例終了
年次 特例対象床面積 特例課標固定分 特例課標都計分 軽減税額固定分 軽減税額都計分 減免 セット項目 減免コード 減免開始年月日 減免翌年フラグ 減免対象床面積 減免税額固定分 減免税額都計分 棟数加算コード 新・増・滅失区分 軽減個
数１ 軽減個数２ 軽減個数３ 軽減居住床面積１ 軽減居住床面積２ 軽減居住床面積３ 軽減面積該当１ 軽減面積該当２ 軽減面積該当３ 単純個数 工法コード 貸家フラグ 前回評価替年度 上昇率 前回決定価格 評価替区分 マンション セット項目
マンションコード マンション棟番号 マンション部屋番号 マンション区分 敷地権分子 敷地権分母 異動 セット項目 異動事由 異動年月日 表示事由 表示年月日 権利事由 権利年月日 作成年月日 更新年月日 余白 所有者氏名 所有者住所 納税義
務者氏名 納税義務者住所

データ項目 （家屋課税台帳 125項目 ）

課税年度 物件番号 所在地・セット項目 大字コード 小字コード 地番 合併区分 分割区分 個人法人区分 所有者番号 納税義務者番号 画地番号 棟本番 建築年月日 棟枝番 家屋番号大字 家屋番号 建物番号 所在キー 画地番号キー 家屋番
号キー 登記種類１ 登記種類２ 登記種類３ 登記構造１ 登記構造２ 登記屋根１ 登記屋根２ 登記地上 登記地下 登記１階部分 登記１階以外 登記合計 現況種類１ 現況種類２ 現況種類３ 分類 現況構造１ 現況構造２ 現況屋根１ 現況屋根２
現況地上 現況地下 現況１階部分 現況１階以外 現況合計 居住部分床面積 コード セット項目 課税非課税コード 公益明細コード 市街化調整コード 都市計画該当 調査評点㎡当り 調査評点合計 再建築費㎡当り 再建築費合計 経年減点入力区分
経年減点補正 一点単価 損耗減点補正 積雪寒冷地補正 需給事情 その他１補正 その他２補正 評価額 決定価格 課税標準額固定分 課税標準額都計分 税額相当額固定分 税額相当額都計分 特例 セット項目 特例コード 特例開始年次 特例終了
年次 特例対象床面積 特例課標固定分 特例課標都計分 軽減税額固定分 軽減税額都計分 減免 セット項目 減免コード 減免開始年月日 減免翌年フラグ 減免対象床面積 減免税額固定分 減免税額都計分 棟数加算コード 新・増・滅失区分 軽減個
数１ 軽減個数２ 軽減個数３ 軽減居住床面積１ 軽減居住床面積２ 軽減居住床面積３ 軽減面積該当１ 軽減面積該当２ 軽減面積該当３ 単純個数 工法コード 貸家フラグ 前回評価替年度 上昇率 前回決定価格 評価替区分 マンション セット項目
マンションコード マンション棟番号 マンション部屋番号 マンション区分 敷地権分子 敷地権分母 異動 セット項目 異動事由 異動年月日 表示事由 表示年月日 権利事由 権利年月日 作成年月日 更新年月日 余白 所有者氏名 所有者住所 納税義
務者氏名 納税義務者住所 側方２角地区分 側方２加算率 二方用途地区 二方路線価 二方奥行逓減補正 二方間口狭小補正 二方奥行長大補正 二方奥行短小補正 二方加算率 三角地 セット項目 三角地区分 角度 対象面積 角度補正 面積
補正 逆三角地補正 按分率 補正 セット項目 無道路地補正 袋地補正 不整形地補正 崖地補正 騒音補正 高圧線下補正 その他補正１(種別コード)   その他補正１ その他補正２(種別コード)   その他補正２ その他補正３(種別コード)   その他補正
３ その他補正４(種別コード)   その他補正４ その他補正５(種別コード)   その他補正５ 正面路線評点数 側方１路線評点数 側方２路線評点数 二方路線評点数 合計評点数 標準地番号 間口距離 奥行距離 形状区分 奥行比準 形状比準 奥行
割合比準 間口距離比準 奥行比準 形状比準 奥行割合比準 間口距離比準 合計比準割合 前基準評価額 今基準評価額 地積小規模 地積一般 地積非住宅個人 地積非住宅法人 基準課税標準額小規模 基準課税標準額一般 基準課税標準
額非住宅個人 基準課税標準額非住宅法人 基準課税標準額都市小規模 基準課税標準額都市一般 基準課税標準額非住宅個人 基準課税標準額非住宅法人 本則課税標準額小規模 本則課税標準額一般 本則課税標準額非住宅個人 本則課税標準
額非住宅法人 本則課税標準額都市小規模 本則課税標準額都市一般 本則課税標準額都市非住宅個人 本則課税標準額都市非住宅法人 上昇率小規模 上昇率一般 上昇率非住宅個人 上昇率非住宅法人 上昇率都市小規模 上昇率都市一般 上
昇率都市非住宅個人 上昇率都市非住宅法人 負担調整率小規模 負担調整率一般 負担調整率非住宅個人 負担調整率非住宅法人 負担調整率都市小規模 負担調整率都市一般 負担調整率都市非住宅個人 負担調整率都市非住宅法人 前年度課税
標準額固定小規模 前年度課税標準額固定一般 前年度課税標準額固定非住宅個人 前年度課税標準額固定非住宅法人 宅地比準サイン 暫定特例区分固定小規模 暫定特例区分固定一般 暫定特例区分固定非住宅個人 暫定特例区分固定非住宅法
人 暫定特例区分都市小規模 暫定特例区分都市一般 暫定特例区分都市非住宅個人 暫定特例区分都市非住宅法人 臨時特例区分固定小規模 臨時特例区分固定一般 臨時特例区分固定非住宅個人 臨時特例区分固定非住宅法人 臨時特例区分都市
小規模 臨時特例区分都市一般 臨時特例区分都市非住宅個人 臨時特例区分都市非住宅法人 法人持分 分子 法人持分 分母 異動情報 セット項目 異動事由 異動年月日 表示事由 表示事由異動年月日 権利事由 権利事由異動年月日 作成年
月日 更新年月日 履歴回数 Ｈ９正面奥行距離 Ｈ９側１奥行距離 Ｈ９側２奥行距離 Ｈ９二方奥行距離 Ｈ９正面奥行価格補正 Ｈ９側１奥行価格補正 Ｈ９側２奥行価格補正 Ｈ９二方奥行価格補正 Ｈ９奥行距離 Ｈ９奥行比準 Ｈ９合計比準割合 Ｈ
１２以降合計比準割合 Ｈ１０下落率 Ｈ１１下落率 予備１ 予備２ 予備３ 余白 所有者氏名 所有者住所 納税義務者氏名 納税義務者住所 前年度課税標準額固定合計 前年度課税標準額都市小規模 前年度課税標準額都市一般 前年度課
税標準額都市非住宅個人 前年度課税標準額都市非住宅法人 前年度課税標準額都市合計 本年度課税標準額固定小規模 本年度課税標準額固定一般 本年度課税標準額固定非住宅個人 本年度課税標準額固定非住宅法人 本年度課税標準額固定合計
本年度課税標準額都市小規模 本年度課税標準額都市一般 本年度課税標準額都市非住宅個人 本年度課税標準額都市非住宅法人 本年度課税標準額都市合計 税相当額固定 税相当額都市 暫定特例 セット項目

データ項目 （土地課税台帳 310項目 ）
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人
家

被害

地図上での照合を利用した被災者台帳構築

建物被害
調査

課税台帳

住民基本
台帳

建物被害
データ

地図上での照合
（地理空間情報）

被災者台帳
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地理空間情報を
利用したデータ間の
「ゆるやかな」結合

精度が異なるので、
空間的近接を手がかりに

本人による最終確認
（利用者の参画）
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地図上で確認して
家・ひと・被害を突合

住民基本
台帳

家屋課税
台帳

揺れ被害
調査結果

火災被害
調査結果

24

だれが被災したか

どの程度被災したか

どこで被災したか

証明者

り災証明書発行のためのデータベース構築
システム整備



2016.04.24

り災証明書発行業務マネジメント

文成小学校 体育館

空間配置設計

マニュアル

関係者会議

会場検討

被災者誘導・対応
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被害推定に用いている震度データの一部（地方公共団体及び気象庁の震度データ）は気象庁より提供して頂いている
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熊本県熊本市中央区 1,536 ～ 4,007 2,025 ～ 10,381
熊本県熊本市東区 2,263 ～ 5,999 2,911 ～ 15,531
熊本県熊本市西区 1,519 ～ 3,668 1,746 ～ 8,249
熊本県熊本市南区 2,300 ～ 5,956 2,797 ～ 14,464
熊本県熊本市北区 368 ～ 1,069 559 ～ 5,710

熊本県菊池市 687 ～ 1,539 804 ～ 3,682
熊本県宇土市 573 ～ 1,503 743 ～ 3,926
熊本県上天草市 2 ～ 6 13 ～ 110
熊本県宇城市 223 ～ 639 342 ～ 3,348
熊本県阿蘇市 76 ～ 209 122 ～ 1,107
熊本県天草市 0 ～ 1 3 ～ 17
熊本県合志市 215 ～ 606 332 ～ 2,797
熊本県下益城郡美里町 17 ～ 40 28 ～ 358
熊本県玉名郡玉東町 4 ～ 10 8 ～ 132
熊本県玉名郡南関町 0 ～ 0 0 ～ 1
熊本県玉名郡長洲町 0 ～ 0 2 ～ 6
熊本県玉名郡和水町 10 ～ 23 18 ～ 195
熊本県菊池郡大津町 260 ～ 728 374 ～ 2,526
熊本県菊池郡菊陽町 157 ～ 435 245 ～ 1,992
熊本県阿蘇郡南小国町 1 ～ 3 6 ～ 51
熊本県阿蘇郡小国町 1 ～ 3 6 ～ 51
熊本県阿蘇郡産山村 0 ～ 1 1 ～ 20
熊本県阿蘇郡高森町 0 ～ 2 4 ～ 45
熊本県阿蘇郡西原村 76 ～ 212 115 ～ 802
熊本県阿蘇郡南阿蘇村 102 ～ 281 153 ～ 1,078
熊本県上益城郡御船町 70 ～ 186 107 ～ 975
熊本県上益城郡嘉島町 160 ～ 429 213 ～ 1,168
熊本県上益城郡益城町 1,479 ～ 3,162 1,447 ～ 6,266
熊本県上益城郡甲佐町 48 ～ 142 77 ～ 598
熊本県上益城郡山都町 14 ～ 30 25 ～ 310

総計 12,361 ～ 31,399 15,769 ～ 79,129

地域名
5種類の手法を用いた場合の
推定建物全壊棟数の幅

5種類の手法を用いた場合の
推定建物半壊棟数の幅
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小規模自治体向けのクラウドシステム開発
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4月25日(月)説明会開催

熊本県サーバー

被災市区町村へ
のサービス提供
（参加表明）
・熊本市
・宇城市
・西原村

（現在増加中）
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別府市の建物被害調査
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別府市の典型的な被害
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炊き出し ごみの収集


